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{ 割賦等譲渡債権 466¶698

貸倒引当金 � 10¶767

455¶930 494¶428 38¶497

| 業務費未払金 （ 58¶926）（ 58¶926）（ `）
} 都市再生債券 （ 2¶050¶820）（ 2¶078¶191）（ 27¶371）
~ 長期借入金 （ 11¶008¶141）（ 11¶490¶697）（ 482¶555）

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

貸借対照表計上額 時 価 差 額
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当期において以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
用途 種類 場所 減損損失
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事業用資産（賃貸住宅） 建物、土地等 東京都他 全100件 23¶666百万円
事業用資産（その他） 建物、土地等 東京都他 全21件 1¶900百万円
共通資産 建物、土地等 東京都他 全13件 380百万円
減損損失の算定にあたって、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立し
たキャッシュ・フローを生み出す最小単位として管理団地等ごとにグルーピングを行っておりま
す。その結果、当期においては収益性の低下したグループ等において減損損失を認識しておりま
す。
なお、回収可能価額の算定方法は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却
価額については、主に譲渡契約額又は不動産鑑定士による鑑定評価額を合理的に調整した価額等
を使用し、使用価値については、将来キャッシュ・フローを2•5％または2•0％で割り引いて算定
しております。

３ キャッシュ・フロー計算書関係
資金の期末残高の貸借対照表科目の内訳
現金及び預金 38¶702¶532¶543円
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資金期末残高 38¶702¶532¶543円
４ 行政サービス実施コスト計算書関係
「引当外退職給付増加見積額」は、国又は地方公共団体からの出向職員に係るものであり、対象
者数は88名です。
５ 退職給付関係
\ 採用している退職給付制度の概要
採用している退職給付制度は、厚生年金基金制度、役員及び職員退職一時金制度です。

] 退職給付債務に関する事項
区 分 平成24年３月31日現在
退職給付債務 160¶430¶762¶008円
年金資産 � 37¶303¶946¶335円
未認識過去勤務債務 � 1¶500¶911¶815円
未認識数理計算上の差異 � 16¶809¶676¶725円
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退職給付引当金 104¶816¶227¶133円
^ 退職給付費用に関する事項
区 分
勤務費用 4¶537¶746¶824円
利息費用 3¶002¶119¶836円
期待運用収益 � 363¶252¶875円
過去勤務債務の費用処理額 214¶415¶974円
数理計算上の差異の費用処理額 1¶582¶239¶859円
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退職給付費用 8¶973¶269¶618円
注）簡便法により算出した役員に対する退職一時金繰入額を勤務費用に含めて処理していま
す。

_ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
区 分
{ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
| 割引率 1•5％
} 期待運用収益率 1•0％
~ 数理計算上の差異の処理年数 平均残存勤務年数（定額法）12年
� 未認識過去勤務債務の処理年数 平均残存勤務年数（定額法）12年

６ 重要な債務負担行為
翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、73¶148¶229¶319円となっています。

７ 金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金等に限定し、財政融資資金及び金融機関からの借
入、都市再生債券の発行等により資金を調達しております。使途は事業投資資金であり、主務大
臣により認可された資金計画に従っております。
未収債権等に係る顧客の信用リスクは、内部規程に基づく債権管理方針に従ってリスク低減を
図っております。

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
時価には市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価格の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
また、重要性の乏しい科目等は次表には含めておりません。

（注１） 金融商品の時価の算定方法
{ 割賦等譲渡債権

割賦等譲渡債権の種類ごとに分類し、期限前返済分と貸倒分を予測し織り込んだキャッ
シュ・フローをリスクフリーレート（国債利回り）で割り引いた現在価値により算定する方法
によっています。

| 業務費未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。

} 都市再生債券
都市再生債券の時価は、市場価格によっています。（１年以内償還予定都市再生債券も含む。）

~ 長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。固定金利によるものは、元利金
の合計額を同様の借入れにおいて想定される利率で割り引いて現在価値を算定する方法によっ
ています。（１年以内返済予定長期借入金も含む。）�
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